
　来春実施される市議会議員選挙の議員定数は、現在の２８名から４名減の２４名

とすることが去る市議会６月定例会で可決成立しました。前回、前々回とも２名減

だったので、今回はその削減幅が大きくなりました。

　市議会議員の定数については、２４名でも多すぎるといった声があります。一方

では、民意を反映させるには逆に議員定数を増やすべきだといった意見があるのも

事実です。では、適正な定数とは何名なのでしょうか。今回の４名減もなぜ４名減

なのか？といった議論は特になされませんでした。議員定数を決めるには、その前

段階として、議会はどのような役割を果たすべきなのか、そのために必要な議員の

資質は何なのか、といったことが議論されるべきです。右肩上がりの時代なら、地

元地区や一部の団体に利益をもたらすことが、市議会議員に求められる重要な資質

だったかもしれません。しかし、今は都市間競争の時代です。市議会議員が地元の

代表であることに変わりはありませんが、それと同時に、市全体の利益を考え行動

できることが今の時代に求められる資質なのではないでしょうか。

　「市議会議員の定数は市民の皆様に決めていただく」というのが、大豆生田市長

の選挙公約です。議会が自らの判断を示したので、次は市長が公約を果たす順番で

す。その際、単に定数は何名といった議論ではなく、これからの議会に求められる

役割や議員の資質について議論することが、議員定数問題を深堀することになりま

す。議員定数や議員報酬の問題はどうしても感情論になりがちですが、市長には市

民との建設的な議論を期待するところです。
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　　　　再生紙使用
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　1989年　山形大学理学部地球科学科卒業

　1990年　一般企業に入社　塾講師、制作、企画営業を経験　

　1996年　科技庁（現文科省）主導による地震予知研究プロジェクトに参加

　　　　　理化学研究所研究員

　2003年　足利市議会議員に初当選

　2007年　足利市議会議員に二期目の当選、現在、教育経済常任委員会委員



＜質問内容＞

　昨年７月館林市において発生した竜巻災害で本市が学んだものは何か。

＜市側答弁＞

　初動対応を再確認した。また、市民への正確な情報伝達の重要性などを学んだ。

いずれにしても対岸の火事としないように心掛けたい。

コメント）

　　館林市ではこの竜巻災害を契機に、職員初動マニュアルに現場での自己判断の

　大切さを付け加えたとのことであった。本市も参考にしてもらいたい。

＜質問内容＞

　群馬県の太田市や館林市の地域防災計画では、発生する可能性は低いものの、足

利市との県境を走っていると想定される柏崎－銚子構造線が動いた場合の被害想定

もなされている。県が異なるだけでその存在すら知らされていない本市の地域防災

計画には問題があるのではないか。

＜市側答弁＞

　栃木県とも相談し、今後の対応を考えたい。

６月定例会一般質問より

◆ 防災行政について

＜質問内容＞

　メディアリテラシー（情報を評価・識別して活用する能力）教育は、国語・技術

家庭・社会で実施されているとのことだが、数学でも確率や標本調査などの単元で

その導入が可能ではないか。

＜市側答弁＞

　十分その可能性はあると考えられるので、今後研究していきたい。

＜質問内容＞

　避難訓練以外の防災訓練・防災教育として、市の防災マップや洪水・土砂災害ハ

ザードマップを利用した取り組みはあるのか。

＜市側答弁＞

　今のところない。山沿いの学校では土砂災害についても知っておくべきなので、

今後検討したい。

コメント）

　　既にある防災マップや洪水・土砂災害ハザードマップを、ぜひとも教育の現場

　で生かして欲しい。

◆ 教育行政について



　議員有志による議会基本条例に関する勉強会が、５月２１日地場産業センター内

の会議室で開かれました。出席議員は１９名で、講師は作新学院大学の沼田良教授

にお願いしました。

　沼田教授は、俗に言う「改革」とは「給料を減らして仕事を増やすこと」とおっ

しゃっていましたが、議員定数の削減や政務調査費の削減、常任委員会視察報告書

のホームページ上での公開など、これまでが我々が行ってきたことをみると、なる

ほどとうなずける点もあります。

　議会基本条例は、まちづくりにおける議会の役割を明確にするところからはじま

ります。具体的な事柄としては、

１）議会報告会、意見交換会など、市民との直接対話の場を設けていること

２）請願・陳情者の意見陳述の場を設けていること

３）議員間での自由討議を行っていること

が必須要件とされ、他に

・議会広報の充実：議案に対する各議員の対応（出欠や賛成反対）を公表

・議員研修の充実強化

・一般質問における行政側への反問権の付与

などがあります。

　市長と議員を比較した場合、議員のほうがより市民に近い存在といえます。した

がって、議会に市民の声を届け、行政の施策に市民の声を反映させるのは議員の役

割です。そのためにも、上述した議会報告会や意見交換会など、市民との直接対話

の場を設けることは必須です。

　議会基本条例という形をつくることも大切ですが、先進地のひとつである取手市

のように、条例をつくる前に議会報告会をまずは実施してみるというのもいい取り

組みです。残りの任期は来春までですが、それまでに何とか第１回議会報告会を開

催したい思いです。

　市民の皆様との直接対話の場として設けた第１３回目のオープンミーティングを

６月９日に市民会館にて開催しました。今回は「本市の議会改革」について、市民

の皆様と意見交換をしました。上記の議会基本条例も取り上げました。参加者から

は「観光旅行のような視察をなくすには、視察内容をすべて公開すべきだ」といっ

た意見も出されました。まさに情報公開こそムダを省く大きな手段であるというこ

とです。

★ 第１３回オープンミーティング ★

＊ 第１回議会基本条例に関する勉強会 ＊

※開催日等については、ホームページにて
　ご案内させていただいております。



4月2日　  足利工業大学入学式

4月8日　  緑風会会派打ち合わせ

4月9日　  第一中学校入学式

4月12日　けやき小学校入学式

4月20日　全員協議会、広報委員会、教育経済常任委員協議会

4月24日　第22回メディアリテラシー教育研究会（東京）

4月29日　名草ふるさと交流館落成式

4月30日　館林市役所訪問

5月8日　  足利市条例表彰式（市民会館）

5月20日　議会改革推進協議会全体会、議会運営委員会、教育経済常任委員協議会

5月21日　議会基本条例に関する勉強会（地場産業センター）

5月26日　議会運営委員会

6月2日　  全員協議会、市議会６月定例会本会議

6月9日　  第13回オープンミーティング（市民会館）

6月10日　市議会６月定例会本会議

6月11日　市議会６月定例会本会議にて一般質問

6月12日　叙勲受賞祝賀式（市民会館）

6月15日　教育経済常任委員協議会

6月17日　行政改革推進委員会

6月22日　議会運営委員会、全員協議会、市議会６月定例会本会議

織原義明のおもな活動（2010年4～6月）

※ホームページでは、毎週の活動報告等を随時更新しています。

http://www.watarase.ne.jp/orihara/

　足利市では市議会議員の調査研究に資するため、必要な経費の一部として議員個人に対し、政

務調査費を交付しています。以下に平成２１年度の収支を報告します。平成２１年度の支給額は

８４万円で、支出は８４万１，６６５円でした。超過分は自己負担となります。なお、収支報告

書は情報開示により閲覧が可能です。

　今年度（平成２２年度）の政務調査費については、本市の厳しい財政事情から１２万円減の年

間７２万円となります。

　　　収入 ¥840,000 －支出 ￥841,665 =  －￥1,665　　　※）￥1,665 は自己負担

　＜支出内訳＞

　　　研究研修費：￥82,010     　    調 査 旅 費：￥124,320　　　資料作成費：￥470

　　　資料購入費：￥71,908　　　  広報広聴費：￥446,980　　　人　件　費：¥ 0

　　　事　務　費：￥115,977

★ 平成21年度 政務調査費収支報告 ★

この市政レポートは政務調査費により作成されています。
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